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津波ハザードマッ

プについて

避難所は明記して

いると思うが、津波

の場合と台風等で

は、避難する場所が

違うのではないかと

の質問に、ハザード

マップの内容は、国

からマニュアルが示

されていないため、

国や県と相談しなが

ら避難所を明記した

いとの答弁。

自主防災組織率は

対外的には1 0 0％と

なっているが、町認

定組織率は2 2％と

聞いている。目標は

どれくらいかとの質

問に、目標はないが

出来るだけ多く組織

化してほしいとの答

弁。

政策企画課関係

社会保障・税番号

制度システム整備費

の補助率はいくら

か、稼働開始はいつ

かとの質問に、住基

シ ス テ ム 関 係 は

1 0 / 1 0、税システム

関係は2 / 3、年金の

関係は1 0 / 1 0でソフ

ト事業に対する補助

である。稼働開始に

ついては、住民に番

号をお知らせするの

が平成2 7年1 0月１

日から、各省庁間の

運用は平成2 8年1月

から順次稼働してい

くとの答弁。

普通交付税について

合併後1 0年間経

過による影響及び見

通しを聞きたいとの

質問に、合併後1 0

年間は特例措置が採

られてきたが、平

成2 7年度より周防

大島町１つとして

算定する1本算定

との乖離分が段階

的に縮小される。

平成2 5年度の特例

措置算定と１本算

定の乖離額は約1 6

億円 と なっ てい

る。国はこうした

状況に対する緩和策

を検討しているよう

であるとの答弁。

教育委員会関係

アレルギー問題と

は、具体的にはどん

な状況で、弁当の場

合の費用負担は、ど

のようになっている

かとの質問に、アレ

ルギーについては保

護者からの診断書等

の提出により対応し

ている。対象品目に

より、代替食又は除

去食で対応している

が、調理を別に行う

必要がある、また手

間と費用がかかるの

で、平成2 6年度か

ら新たな委託に変る

ため、経費の中に組

み込んでいる。小麦

等混入品目を判別し

にくい食材の場合

は、弁当を持参して

いただいており、個

人で負担してもらっ

ているとの答弁。

S S W（ソーシャル

スクールワーカー）派

遣事業は、新規事業

か、またいじめを無

くすため、どの様な

ことに取り組んでい

るのかとの質問に、

S S Wは、これまで

県の予算で派遣して

いたが平成2 7年度

より町が３分の１負

担することになっ

た。いじめ対策とし

て、各学校において、

毎週１回いじめに関

するアンケートを行

い実態把握に努めて

いるとの答弁。

（総務文教常任委員会　2014.3.10）

付託された議案は、いずれも可決す

べきものと決定。委員よりの質疑に対

し、答弁のうち、主なものについて報

告する。

委員長　　田 中 隆 太 郎


